
平成 26 年 12 月 25 日 

東京都住宅供給公社 

 

平成 26年度中間決算及び当期業績見通しについて 

 

 

当公社では、経営の透明性を高めるため中間決算を実施し、通期業績見通しと合わせて

開示しています。 

当中間会計期間では、「アクションプラン（26年度版）」に基づき、安定した家賃収入の確保

や管理コストの縮減、都営住宅管理業務を始めとする受託事業の着実な実施などに努めた

結果、引き続き堅調な経営成績となっております。 

当公社として、少子高齢社会に適切に対応した新たな住まいづくりや既存住宅ストックの耐

震化、住宅における環境負荷低減の取組など、安全・安心な住まいとサービスを提供していく

ために、取り組むべき課題は数多くあります。 

今後とも、「アクションプラン（26 年度版）」を着実に実施していくことで東京都の住宅政策の

一翼を担う重要なパートナーとしての役割を果たすとともに、お客様や地域社会、そして多くの

関係者の皆様の更なる信頼を得るためにあらゆる努力を尽くしてまいります。 

なお、当中間決算では、監査法人から当公社の中間財務諸表について有用な情報を表示

している旨の監査意見を受けております（※）。 
 

※  当公社は、地方住宅供給公社法に基づき設立された特別法人であり、会社法及び金融商品

取引法に基づく監査証明は義務付けられておりません。 

当公社の中間財務諸表は地方住宅供給公社会計基準の「四半期等決算に関する実務指針」

に基づいて作成しております。 

 

 

○ 経営成績                                          

（単位：億円）  

前中間会計期間 当中間会計期間 前期実績 当期見通し

自 平成25年4月 1日 自 平成26年4月 1日 自 平成25年4月 1日 自 平成26年4月 1日

至 平成25年9月30日 至 平成26年9月30日 至平成26年3月31日 至平成27年3月31日

事　業　収　益 551 551 1,301 1,362

経　常　利　益 65 57 122 113

中間(当期)純利益 64 61 101 116

区　分

単位未満切捨 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

東京都住宅供給公社 

  総務部 財務課 遠藤 邦敏 

   電話：03-5467-8101（直通） 
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平成26年９月30日現在 （単位　百万円）

一般会計
都営住宅等
管理会計

内部取引
の 消 去

54,476 48,385 8,281 △ 2,190

11,537 9,020 2,517 -                        

29,574 28,770 804 -                        

3,682 3,233 2,639 △ 2,190

6,275 6,275 -                        -                        

3,250 929 2,320 -                        

155 155 -                        -                        

1,222,073 1,222,073 -                        -                        

1,199,022 1,199,022 -                        -                        

13,778 13,778 -                        -                        

2,587 2,587 -                        -                        

932 932 -                        -                        

5,825 5,825 -                        -                        

△ 72 △ 72 -                        -                        

1,276,549 1,270,458 8,281 △ 2,190

29,449 24,328 7,311 △ 2,190

10,623 10,623 -                        -                        

10,072 5,938 6,324 △ 2,190

6,613 5,694 919 -                        

2,139 2,072 67 -                        

859,560 858,591 969 -                        

189,100 189,100 -                        -                        

524,605 524,605 -                        -                        

3,349 3,349 -                        -                        

14,871 13,901 969 -                        

53,223 53,223 -                        -                        

2,534 2,534 -                        -                        

71,811 71,811 -                        -                        

65 65 -                        -                        

889,010 882,919 8,281 △ 2,190

105 105 -                        -                        

387,434 387,434 -                        -                        

341,805 341,805 -                        -                        

21,984 21,984 -                        -                        

23,644 23,644 -                        -                        

387,539 387,539 -                        -                        

1,276,549 1,270,458 8,281 △ 2,190

固 定 資 産

賃 貸 事 業 資 産

未 払 金

前 受 金

次 期 返 済 長 期 借 入 金

中　間　貸　借　対　照　表　

（ 総　　括 ）

科　　　　　　目 総括金額

会　　　　計　　　　区　　　　分

（ 資　産　の　部 ）

貸 倒 引 当 金

資    　産    　合    　計

（ 負　債　の　部 ）

流 動 負 債

そ の 他 事 業 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 固 定 資 産

流 動 資 産

現 金 預 金

有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産

未 収 金

そ の 他 事 業 資 産

前 払 金

社 債

長 期 借 入 金

資 本 金

預 り 金

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

負    　債    　合    　計

（ 資　本　の　部 ）

借 上 賃 貸 住 宅 資 産 減 損 勘 定

長 期 前 受 金

預 り 保 証 金

繰 延 建 設 補 助 金

固 定 負 債

特 定 目 的 積 立 金

 資  　  本    　合    　計

負  債  及  び  資  本  合  計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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（単位　百万円）

一般会計
都営住宅等
管理会計

内部取引
の 消 去

55,179 38,813 16,365 -                        

34,887 34,887 -                        -                        

16,824 458 16,365 -                        

3,467 3,467 -                        -                        

48,550 32,190 16,359 -                        

28,370 28,370 -                        -                        

16,840 480 16,359 -                        

3,339 3,339 -                        -                        

639 332 307 -                        

5,989 6,291 △ 301 -                        

176 176 301 △ 301

420 721 -                        △ 301

5,746 5,746 -                        -                        

662 662 -                        -                        

286 286 -                        -                        

6,122 6,122 -                        -                        

中　間　損　益　計　算　書

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 原 価

そ の 他 事 業 原 価

賃 貸 管 理 事 業 収 益

（ 総　　括 ）
自　平成26年４月１日

至　平成26年９月30日

管 理 受 託 住 宅 管 理 事 業 収 益

そ の 他 事 業 収 益

科　　　　　　　　目 総括金額

会　　　　　計　　　　　区　　　　　分

事 業 収 益 ［ ａ ］

賃 貸 管 理 事 業 原 価

事 業 原 価 ［ ｂ ］

　　当　期　純　利　益　　　　［j＝g＋h－i］

一 般 管 理 費 ［ ｃ ］

　　事　業　利　益　　  　［ｄ＝ａ－ｂ－ｃ］

特 別 損 失 ［ ｉ ］

そ の 他 経 常 収 益 ［ ｅ ］

そ の 他 経 常 費 用 ［ ｆ ］

　　経　常　利　益　　　　［ｇ＝ｄ＋ｅ－ｆ］

特 別 利 益 ［ ｈ ］
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（単位　百万円）

一般会計
都営住宅等
管理会計

期首残高 381,311 381,311 -                        

 増加高 6,122 6,122 -                        

期末残高 387,434 387,434 -                        

期首残高 341,805 341,805 -                        

期末残高 341,805 341,805 -                        

期首残高 15,861 15,861 -                        

 増加高 6,122 6,122 -                        

期末残高 21,984 21,984 -                        

期首残高 23,644 23,644 -                        

期末残高 23,644 23,644 -                        

中　間　剰　余　金　計　算　書

剰 　　余　 　金

資　本　剰　余　金

利　益　剰　余　金

特 定 目 的 積 立 金

（ 総　　括 ）
自　平成26年４月１日

項                目
剰　余　金
の　内　訳

総括金額

会　　計　　区　　分

至　平成26年９月30日
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一般会計
都営住宅等
管理会計

内部取引
の 消 去

事業活動によるキャッシュ・フロー 4,311 12,436 △ 8,125 -                       

11,920 11,920 -                     -                       

△ 8,211 53 △ 8,265 -                       

1,905 1,905 -                     -                       

△ 904 △ 1,047 143 -                       

△ 637 △ 330 △ 307 -                       

238 △ 65 303 -                       

-                        -                        -                     -                       

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,976 △ 11,169 △ 807 -                       

△ 5,409 △ 5,409 -                     -                       

△ 5,409 △ 5,409 -                     -                       

-                        -                        -                     -                       

△ 7,157 △ 6,350 △ 807 -                       

25,070 25,070 -                     -                       

△ 42,377 △ 41,570 △ 807 -                       

17,420 17,420 -                     -                       

△ 7,270 △ 7,270 -                     -                       

590 590 -                     -                       

△ 44 △ 44 -                     -                       

△ 392 △ 392 -                     -                       

1,022 1,022 -                     -                       

5 5 -                     -                       

そ の 他 の 投 資 活 動 に よ る 収 支

有 形 固 定 資 産 形 成 に よ る 収 支

定 期 預 金 の 預 入 れ に よ る 支 出

有価証券等の取得・償還等による収支

定 期 預 金 の 償 還 等 に よ る 収 入

有 価 証 券 等 の 取 得 等 に よ る 支 出

有 価 証 券 等 の 償 還 等 に よ る 収 入

無 形 固 定 資 産 形 成 に よ る 収 支

そ の 他 の 資 産 形 成 に よ る 収 支

そ の 他 の 収 支

中間キャッシュ・フロー計算書

（ 総　　括 ）
自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日 （単位　百万円）

区　　　　　　　　分 総括金額

会　　　　計　　　　区　　　　分

賃 貸 管 理 事 業 活 動 に よ る 収 支

そ の 他 事 業 活 動 に よ る 収 支

管理受託住宅管理事業活動による収支

事 業 資 産 形 成 活 動 に よ る 収 支

賃 貸 事 業 資 産 形 成 に よ る 収 支

そ の 他 事 業 資 産 形 成 の 収 支

一 般 管 理 活 動 に よ る 収 支

そ の 他 の 収 支

そ の 他 経 常 損 益 に 係 る 収 支

特 別 損 益 に 係 る 収 支
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一般会計
都営住宅等
管理会計

内部取引
の 消 去

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,842 △ 4,842 -                     -                       

△ 5,067 △ 5,067 -                     -                       

△ 5,067 △ 5,067 -                     -                       

225 225 -                     -                       

△ 3,774 △ 3,774 -                     -                       

11,000 11,000 -                     -                       

△ 7,000 △ 7,000 -                     -                       

△ 0 △ 0 -                     -                       

△ 12,507 △ 3,574 △ 8,932 -                       

17,395 5,945 11,450 -                       

4,887 2,370 2,517 -                       

（単位　百万円）

次期繰越金（現金及び現金同等物）

当 期 中 の 資 金 収 支 の合 計

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

前期繰越金（現金及び現金同等物）

リ ー ス 債 務 に か か る 支 出

賃 貸 事 業 に 係 る 借 入 金 の
返 済 に よ る 支 出

区　　　　　　　　分 総括金額

会　　　　計　　　　区　　　　分

事業活動に係る資金の返済による支出

自　平成26年４月１日

その他の財務活動に係る資金の調達及び
返 済 に よ る 収 支

至　平成26年９月30日
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(単位　百万円)

前年度 当中間会計期間末

（平成26年３月31日） （平成26年９月30日）

43,306 48,385

22,595 9,020

9,390 28,770

6,715 3,233

3,451 6,275

1,215 1,947

2,090 4,167

145 160

1,033 929

119 155

1,228,548 1,222,073

1,201,849 1,199,022

1,401,850 1,408,650

△ 215,506 △ 222,047

△ 12,727 △ 12,727

12,048 12,049

△ 3,615 △ 3,738

6,133 6,150

△ 26 △ 120

15,146 15,145

△ 5,204 △ 5,246

3,675 832

76 74

13,907 13,778

1,962 1,886

13,469 13,469

△ 1,525 △ 1,577

2,558 2,587

1,037 1,037

　 2,083 1,882

△ 692 △ 523

261 338

△ 131 △ 146

1,057 932

1,057 932

9,275 5,825

4,245 1,215

5,029 4,610

△ 98 △ 72

1,271,855 1,270,458

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 資 産

有 価 証 券

未 収 金

賃 貸 事 業 資 産

耐 震 改 修 受 託 工 事

有 形 固 定 資 産

そ の 他 固 定 資 産

建 物 等 資 産

賃 貸 資 産 建 設 工 事

減 損 損 失 累 計 額

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

賃 貸 施 設 等 資 産

（ 資　産　の　部 ）

流 動 資 産

固 定 資 産

ス ー パ ー リ フ ォ ー ム 建 設 受 託 工 事

都 営 建 替 受 託 工 事

そ の 他 事 業 資 産

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額

土 地 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 の 事 業 資 産

長 期 前 払 費 用

そ の 他 事 業 資 産

長 期 事 業 未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

サ ー ビ ス 付 き 高 齢 者 向 け 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

中　 間　 貸　 借　 対　 照　 表

（ 一 般 会 計 ）

科　　　　　目

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

長 期 有 価 証 券

資　産　合　計
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(単位　百万円)

前年度 当中間会計期間末

（平成26年３月31日） （平成26年９月30日）

34,853 24,328

7,000 -                                  

11,400 10,623

12,665 5,938

1,409 5,694

2,378 2,072

855,585 858,591

178,100 189,100

532,700 524,605

3,345 3,349

2,853 2,870

491 478

13,947 13,901

53,990 53,223

3,205 2,534

70,294 71,811

4,406 4,578

65,828 67,145

59 87

1 65

890,439 882,919

105 105

381,311 387,434

341,805 341,805

17,810 17,810

246,846 246,846

77,148 77,148

15,861 21,984

23,644 23,644

23,644 23,644

381,416 387,539

1,271,855 1,270,458

預 り 保 証 金

負債及び資本合計

［　資　本　合　計　］

（ 資　本　の　部 ）

剰 余 金

資 本 剰 余 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

土 地 債 務 償 還 積 立 金

特 定 目 的 積 立 金

非 償 却 資 産 取 得 補 助 金

資 本 金

社 債

退 職 給 付 引 当 金

次 期 返 済 長 期 借 入 金

流 動 負 債

未 払 金

（ 負　債　の　部 ）

［　負　債　合　計　］

借 上 賃 貸 住 宅 資 産 減 損 勘 定

固 定 負 債

計 画 修 繕 引 当 金

繰 延 建 設 補 助 金

利 益 剰 余 金

資 産 価 額 適 正 化 評 価 差 額 金

長 期 借 入 金

長 期 前 受 金

長 期 前 受 特 別 介 護 費

長 期 前 受 家 賃

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

非 償 却 資 産 取 得 剰 余 金

科　　　　　目

次 期 償 還 社 債

預 り 金

前 受 金
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(単位　百万円)

前中間会計期間 当中間会計期間

（自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日）

（自  平成26年４月１日
  至  平成26年９月30日）

[ a ] 40,302 38,813

35,078 34,887

33,847 33,529

22,454 22,905

7,154 6,823

4,238 3,799

663 637

-                                     123

568 596

407 458

4,815 3,467

2,147 -                                     

990 1,869

1,677 1,598

[ b ] 32,846 32,190

27,778 28,370

26,894 27,266

15,023 15,982

7,735 7,538

4,135 3,745

690 706

-                                     154

193 242

433 480

4,634 3,339

2,108 -                                     

973 1,831

1,552 1,508

[ c ] 328 332

[ d = a-b-c ] 7,127 6,291

科　　　　　目

事 業 収 益

管理受託住宅管理事業収益

借 上 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 収 益

サービス付き高齢者向け住宅管理事業収益

そ の 他 事 業 収 益

賃 貸 管 理 事 業 収 益

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 管 理 事 業 収 益

都 民 住 宅 管 理 事 業 収 益

都 民 住 宅 管 理 事 業 原 価

借 上 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

そ の 他 の 事 業 収 益

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 原 価

ケ ア 付 き 高 齢 者 住 宅 管 理 事 業 原 価

ス ー パ ー リ フ ォ ー ム 建 設 受 託 事 業 原 価

サービス付き高齢者向け住宅管理事業原価

中　 間 　損　 益 　計 　算 　書

（ 一 般 会 計 ）

そ の 他 の 事 業 原 価

事 業 利 益

一 般 管 理 費

そ の 他 事 業 原 価

賃 貸 管 理 事 業 原 価

耐 震 改 修 受 託 事 業 原 価

耐 震 改 修 受 託 事 業 収 益

管理受託住宅管理事業原価

事 業 原 価

ス ー パ ー リ フ ォ ー ム 建 設 受 託 事 業 収 益

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

一 般 賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価
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(単位　百万円)

前中間会計期間 当中間会計期間

（自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日）

（自  平成26年４月１日
  至  平成26年９月30日）

[ e ] 148 176

16 16

118 126

13 34

[ f ] 691 721

118 126

221 293

351 301

[ g = d+e-f ] 6,584 5,746

[ h ] 5 662

-                                     662

5 -                                     

[ i ] 124 286

124 -                                     

0 286

[ j = g+h-i ] 6,465 6,122

特 別 会 計 振 替 金

固 定 資 産 除 却 損

特 別 損 失

当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 費 用

雑 収 入

地 方 共 済 組 合 負 担 金

雑 損 失

道 路 等 用 地 寄 付 額

経 常 利 益

特 別 利 益

借 上 賃 貸 住 宅 資 産 減 損 勘 定 戻 入 益

固 定 資 産 売 却 益

受 取 利 息

補 助 金 等 収 入

そ の 他 経 常 収 益

科　　　　　目
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(単位　百万円)

前年度 当中間会計期間

（自  平成25年４月１日
  至  平成26年３月31日）

（自  平成26年４月１日
  至  平成26年９月30日）

期首残高 331,801 341,805

当期増加高又は減少高 10,003 -                                     

土地債務償還積立金からの振替による増加高 10,003 -                                     

期末残高 341,805 341,805

期首残高 15,861 15,861

当期増加高又は減少高 -                                     6,122

当期純利益 10,176 6,122

土地債務償還積立金への積立による減少高 △ 10,176 -                                     

期末残高 15,861 21,984

期首残高 23,471 23,644

当期増加高又は減少高 173 -                                     

土地債務償還積立金の積立による増加高 10,176 -                                     

土地債務償還積立金の取崩による減少高 △ 10,003 -                                     

期末残高 23,644 23,644

期首残高 371,134 381,311

当期増加高又は減少高 10,176 6,122

期末残高 381,311 387,434

中　間　剰　余　金　計　算　書

（ 一 般 会 計 ）

特定目的
積 立 金

合　計

資   本
剰余金

利   益
剰余金

項　　　　　目
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（空白）（空白）



（単位　百万円）

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
  至　平成25年９月30日）

（自　平成26年４月１日
  至　平成26年９月30日）

事業活動によるキャッシュ・フロー 9,736 12,436

賃貸管理事業活動による収支 11,816 11,920

一般賃貸住宅管理事業の収支 11,912 11,655

管理事業による収入 23,452 23,747

管理事業による支出 △ 11,540 △ 12,091

都民住宅管理事業の収支 173 302

管理事業による収入 6,602 6,268

管理事業による支出 △ 6,428 △ 5,965

借上賃貸住宅管理事業の収支 △ 470 △ 578

管理事業による収入 4,309 3,903

管理事業による支出 △ 4,780 △ 4,482

ケア付き高齢者住宅管理事業の収支 △ 243 64

管理事業による収入 418 704

管理事業による支出 △ 661 △ 639

サービス付き高齢者向け住宅管理事業の収支 -                                  53

管理事業による収入 -                                  122

管理事業による支出 -                                  △ 69

賃貸施設管理事業の収支 444 423

管理事業による収入 591 635

管理事業による支出 △ 147 △ 212

管理受託住宅管理事業による収支 109 53

管理受託住宅管理事業の収支 109 53

管理事業による収入 1,055 1,178

管理事業による支出 △ 946 △ 1,124

その他事業活動による収支 842 1,905

スーパーリフォーム建設受託事業の収支 197 805

　　　　受託事業による収入 2,187 1,491

受託事業による支出 △ 1,990 △ 685

耐震改修受託事業の収支 419 561

　　　　受託事業による収入 4,144 5,204

受託事業による支出 △ 3,725 △ 4,642

都営建替受託事業の収支 52 260

　　　　受託事業による収入 1,048 1,444

受託事業による支出 △ 995 △ 1,184

その他の事業の収支 173 278

　　　　事業による収入 1,351 1,472

　　　　事業による支出 △ 1,178 △ 1,194

その他の収支 △ 2,461 △ 1,047

一般管理活動による収支 △ 336 △ 330

その他経常損益に係る収支 △ 187 △ 65

特別損益に係る収支 △ 47 -                                  

区　　　　　分

中間キャッシュ・フロー計算書

（ 一 般 会 計 ）
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（単位　百万円）

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
  至　平成25年９月30日）

（自　平成26年４月１日
  至　平成26年９月30日）

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 15,794 △ 11,169

事業資産形成活動による収支 △ 1,946 △ 5,409

賃貸事業資産形成による収支 △ 1,946 △ 5,409

一般賃貸住宅資産形成の収支 △ 1,479 △ 5,790

補助金による収入 61 78

賃貸住宅建設による支出 △ 1,541 △ 5,868

都民住宅資産形成の収支 △ 16 △ 4

付属建物建設による支出 △ 16 △ 4

ケア付き高齢者住宅資産形成の収支 △ 12 △ 11

事業用備品等の取得による支出 △ 12 △ 11

サービス付き高齢者向け住宅資産形成の収支 △ 170 397

補助金による収入 -                                  414

高齢者住宅建設による支出 △ 170 △ 16

賃貸施設資産形成の収支 △ 267 -                                  

付属建物建設による支出 △ 267 -                                  

有価証券等の取得・償還等による収支 △ 13,628 △ 6,350

有価証券等の償還等による収入 15,180 25,070

有価証券等の取得等による支出 △ 14,808 △ 41,570

定期預金の償還等による収入 25,490 17,420

定期預金の預入れによる支出 △ 39,490 △ 7,270

その他の投資活動による収支 △ 219 590

有形固定資産形成による収支 △ 42 △ 44

無形固定資産形成による収支 △ 227 △ 392

その他の資産形成による収支 40 1,022

その他の収支 10 5

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,805 △ 4,842

事業活動に係る資金の返済による支出 △ 5,246 △ 5,067

賃貸事業に係る借入金の返済による支出 △ 5,246 △ 5,067

その他の財務活動に係る資金の調達及び返済による収支 7,053 225

長期借入金の返済による支出 △ 4,946 △ 3,774

社債の発行による収入 12,000 11,000

社債の償還による支出 -                                  △ 7,000

リース債務に係る支出 △ 1 △0

△ 4,253 △ 3,574

6,134 5,945

1,880 2,370次期繰越金（現金及び現金同等物）

当 期 中 の 資 金 収 支 の 合 計

前期繰越金（現金及び現金同等物）

区　　　　　分
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（脚注） 　このキャッシュ・フロー計算書における次期繰越金(現金及び現金同等物)と、貸借対照表に掲記されている
「流動資産／現金･預金・有価証券」及び「固定資産／定期預金・有価証券」項目との関係は下表のとおりである

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
  至　平成25年９月30日）

（自　平成26年４月１日
  至　平成26年９月30日）

1,880 2,370
流動資産 1,880 2,370

1,880 2,370
有価証券 -                               -                               

48,813 36,635
流動資産 47,538 35,420

31,440 6,650
16,098 28,770

固定資産 1,275 1,215
-                               -                               

1,275 1,215
50,694 39,006合　　　　　計

現金預金

そ　の　他　の　資　金

現金預金
有価証券

長期有価証券

貸借対照表科目

次　　期　　繰　　越　　金

長期定期預金
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(単位　百万円)

前年度 当中間会計期間末

（平成26年３月31日） （平成26年９月30日）

13,294 8,281

11,450 2,517

-                                  804

1,593 2,639

251 2,320

13,294 8,281

(単位　百万円)

前年度 当中間会計期間末

（平成26年３月31日） （平成26年９月30日）

12,320 7,311

12,244 6,324

8 919

67 67

974 969

974 969

13,294 8,281負　債　合　計

前 受 金

預 り 保 証 金

固 定 負 債

預 り 金

中　 間　 貸　 借　 対　 照　 表

（ 都 営 住 宅 等 管 理 会 計 ）

資　産　合　計

未 払 金

科　　　　　目

流 動 負 債

（ 資　産　の　部 ）

（ 負　債　の　部 ）

流 動 資 産

未 収 金

前 払 金

現 金 預 金

科　　　　　目

有 価 証 券
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(単位　百万円)

前中間会計期間 当中間会計期間

（自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日）

（自  平成26年４月１日
  至  平成26年９月30日）

[ a ] 14,821 16,365

12,904 14,546

9,363 10,877

3,540 3,668

1,916 1,819

1,916 1,819

[ b ] 14,847 16,359

12,985 14,610

9,577 11,074

8,223 9,717

91 89

1,262 1,267

3,408 3,536

1,553 1,678

796 795

1,057 1,061

1,861 1,748

1,861 1,748

[ c ] 326 307

[ d = a-b-c ] △ 352 △ 301

[ e ] 352 301

0 0

351 301

[ f ] -                                         -                                         

[ g = d+e-f ] -                                         -                                         

[ h ] -                                         -                                         

[ i ] -                                         -                                         

[ j = g+h-i ] -                                         -                                         

駐 車 場 管 理 事 業 収 益

そ の 他 経 常 費 用

中　 間　 損　 益 　計 　算 　書

（ 都 営 住 宅 等 管 理 会 計 ）

科　　　　　目

都 営 住 宅 等 管 理 事 業 収 益

事 業 収 益

都 営 住 宅 等 管 理 業 務 受 託 収 入

都 営 住 宅 等 指 定 管 理 業 務 収 入

都 営 住 宅 等 管 理 業 務 受 託 原 価

営 繕 事 業 費

受 取 利 息

一 般 会 計 受 入 金

一 般 管 理 費

事 業 利 益

駐 車 場 管 理 事 業 原 価

駐 車 場 施 設 管 理 費

そ の 他 経 常 収 益

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

駐 車 場 管 理 収 入

事 業 原 価

都 営 住 宅 等 管 理 事 業 原 価

管 理 事 務 事 業 費

管 理 事 務 費

管 理 事 務 費

都 営 住 宅 等 指 定 管 理 業 務 原 価

営 繕 事 業 費

管 理 事 務 事 業 費
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（単位　百万円）

前中間会計期間 当中間会計期間

（自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日）

（自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日）

事業活動によるキャッシュ・フロー △ 6,614 △ 8,125

都営住宅等管理事業による収支 △ 8,146 △ 8,272

都営住宅等管理業務受託の収入 10,148 12,431

都営住宅等管理業務受託の支出 △ 17,279 △ 19,250

都営住宅等指定管理業務の収入 2,648 2,249

都営住宅等指定管理業務の支出 △ 3,662 △ 3,703

その他の受託事業による収支 23 8

その他の受託事業の収入 23 8

その他の受託事業の支出 -                                   -                                   

駐車場管理事業による収支 21 △ 1

駐車場管理事業の収入 1,912 1,813

駐車場管理事業の支出 △ 1,890 △ 1,815

その他の収支 1,455 143

一般管理活動による収支 △ 326 △ 307

一般管理費支出（業務受託） △ 172 △ 161

一般管理費支出（指定管理） △ 138 △ 131

一般管理費支出（駐車場） △ 16 △ 14

その他経常損益に係る収支 356 303

その他経常損益収支（業務受託） 386 358

その他経常損益収支（指定管理） 5 △ 1

その他経常損益収支（駐車場） △ 34 △ 53

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 909 △ 807

有価証券等の取得・償還等による収支 △ 909 △ 807

財務活動によるキャッシュ・フロー -                                   -                                   

△ 7,524 △ 8,932

10,785 11,450

3,261 2,517

（脚注） 　このキャッシュ・フロー計算書における次期繰越金（現金及び現金同等物）と、貸借対照表に掲記されている
「流動資産／現金預金・有価証券」項目との関係は下表のとおりである。

(単位　百万円)

前中間会計期間 当中間会計期間

次　　期　　繰　　越　　金 3,261 2,517

流動資産 3,261 2,517

現金預金 3,261 2,517

そ　 の 　他 　の 　資 　金 905 804

流動資産 905 804

有価証券 905 804

4,166 3,321合　　計

前期繰越金（現金及び現金同等物）

次期繰越金（現金及び現金同等物）

中間キャッシュ・フロー計算書

（ 都 営 住 宅 等 管 理 会 計 ）

区　　　　　分

当 期 中 の 資 金 収 支 の合 計

貸借対照表科目
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１　重 要 な 会 計 方 針

1 有価証券の評価基準及び評価方法 1 有価証券の評価基準及び評価方法

償却原価法によっている。 同左

2 固定資産の減価償却の方法 2 固定資産の減価償却の方法

(1) 賃貸事業資産 (1) 賃貸事業資産

　建物等資産　・償却方法：定額法 同左

(2) 有形固定資産 (2) 有形固定資産

　建物等資産　・償却方法：定額法 同左

　その他の有形固定資産

(3) 無形固定資産 (3) 無形固定資産

　自社利用のソフトウェア 同左

3 引当金の計上基準 3 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金

(3) 計画修繕引当金 (3) 計画修繕引当金

(4) 債務保証損失引当金 (4) 債務保証損失引当金

同左

　賃貸住宅資産の経年劣化等に対処するために、将来計画的
に実施する修繕工事に要する費用の見積額を基礎として計上
している。団地別・工事項目別に、計画額と計画修繕引当金
の期末残高との差額を、実施までの見込み年数で均等に配分
した額を繰り入れている。

　債務保証の履行により発生する求償債権の回収不能による
損失に備えるため、債務保証の履行可能性が高い特定の債務
保証額について個別に回収可能性を検討して、回収不能見込
額を計上している。

注　　　記　　　事　　　項

　　　　　　　・耐用年数：３年～50年

　　　　　　　・耐用年数：５年～50年

　　　　　　　・償却方法：定額法

　　　　　　　・耐用年数：３年～50年

　　　　　　　・社内における見込利用可能期間（５年）

　　　　　　　　に基づく定額法

　賃貸管理事業未収金その他これに準ずる債権の貸倒れによ
る損失に備えるため、一般債権については貸倒実績を踏まえ
た一定率により、また、貸倒懸念債権等の特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
いる。

　職員の退職給付に備えるため、当期末の退職給付債務の見
込額に基づき計上している。なお、数理計算上の差異は当期
の発生額を当期に一括処理している。

前年度
（自　平成25年４月１日

　  至　平成26年３月31日）

　退職給付引当金については、「四半期等決算に関する実務
指針」（一般社団法人全国住宅供給公社等連合会　平成20年
３月14日）における簡便的な会計処理を適用し、期首に算定
した退職給付費用を当中間会計期間までの按分した額を計上
している。

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日

　  至　平成26年９月30日）

　賃貸住宅資産の経年劣化等に対処するために、将来計画的
に実施する修繕工事に要する費用の見積額を基礎として計上
している。団地別・工事項目別に、計画額と計画修繕引当金
の期末残高の見積り額との差額を、実施までの見込み年数で
均等に配分し、当中間会計期間までの按分した額を繰り入れ
ている。
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4 固定資産の減損に係る会計基準 4 固定資産の減損に係る会計基準

5 借上賃貸住宅資産減損勘定の計上及び取崩基準 5 借上賃貸住宅資産減損勘定の計上及び取崩基準

6 特定目的積立金の計上基準 6 特定目的積立金の計上基準

(1) 土地債務償還積立金の計上方法 (1) 土地債務償還積立金の計上方法

7 収益及び費用の計上基準 7 収益及び費用の計上基準

同左

(2) その他の収益及び費用 (2) その他の収益及び費用

同左

8 リース取引の処理方法 8 リース取引の処理方法

同左

9 消費税等の会計処理方法 9 消費税等の会計処理方法

同左

　固定資産の減損については、「地方住宅供給公社に係る減損
会計処理基準」（一般社団法人全国住宅供給公社等連合会　平
成17年４月１日）を適用している。
　減損に当たっては、資産グループごとに当該資産グループの
回収可能価額を算定し、帳簿価額が回収可能価額を上回った場
合に、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失として計上している。
　また、土地資産が代物弁済契約となっている物件について
は、代物弁済契約により土地資産に係る投資額の回収が将来に
わたって確保されていると認められているため、従来から当該
土地資産は減損の対象とせず、建物等資産のみ減損の対象とし
ている。
　なお、減損損失累計額については、建物等資産は間接控除、
土地資産及び借地権は直接控除している。

　非償却資産（土地）の取得に要した借入金の償還財源につ
いて、それぞれの借入金の償還年度の開始前までに当期の利
益の範囲内で積み立てている。

　収益は期間又は契約等により定められた役務の給付をもっ
て計上し、費用は発生の事実に基づいて計上している。

　収益は実現主義に基づき、費用は発生主義に基づき計上し
ている。

  ファイナンス・リース取引については、原則として通常の売
買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日

　  至　平成26年９月30日）

(1) 賃貸管理事業、管理受託住宅管理事業及びその他事業の
　　収益及び費用

　当社が土地所有者の建設した賃貸住宅を借り上げて住宅の供
給を行う借上賃貸住宅については、賃貸借取引による会計処理
（オフ・バランス）を行っているが、借上契約は20年一括契約
であることから、減損会計を適用している。
　「借上賃貸住宅資産減損勘定」は、借上賃貸住宅を物件ごと
にグルーピングし、将来キャッシュ・フローが未経過借上料を
下回る場合、差額を計上することとしており、計上した翌期か
ら各物件の未経過期間で均等に取り崩し、事業原価を減じる処
理を行っている。
　契約の終期は平成24年から平成34年となっており、回収可能
額の算定においては、終期までの借上料をこれまでの趨勢や予
算等の数値を基礎とした合理的な予測計算により見積もり、予
定収益、費用とも割引計算は行っていない。

前年度
（自　平成25年４月１日

　  至　平成26年３月31日）

(1) 賃貸管理事業、管理受託住宅管理事業及びその他事業の
　　収益及び費用

　当社が土地所有者の建設した賃貸住宅を借り上げて住宅の供
給を行う借上賃貸住宅については、賃貸借取引による会計処理
（オフ・バランス）を行っているが、借上契約は20年一括契約
であることから、減損会計を適用している。
　中間会計期間における「借上賃貸住宅資産減損勘定」への計
上については、「四半期等決算に関する実務指針」における簡
便的な会計処理を適用し、減損の兆候の把握に当たっては、使
用範囲又は方法について当該資産又は当該資産グループの回収
可能価額を著しく低下させる変化を生じさせるような意思決定
や、経営環境の著しい悪化に該当する事象が発生したかどうか
について検証している。
　なお、「借上賃貸住宅資産減損勘定」は計上した翌期から各
物件の未経過期間で均等に取り崩し、事業原価を減じる処理を
行っている。

　非償却資産（土地）の取得に要した借入金の償還財源につ
いて、それぞれの借入金の償還年度の開始前までに当期の利
益の範囲内で積み立てている。
　なお、当中間会計期間においては、当期の利益が確定して
いないことから、中間純利益は土地債務償還積立金へ積み立
てていない。

　固定資産の減損については、「四半期等決算に関する実務指
針」における簡便的な会計処理を適用し、減損の兆候の把握に
当たっては、使用範囲又は方法について当該資産又は当該資産
グループの回収可能価額を著しく低下させる変化を生じさせる
ような意思決定や、経営環境の著しい悪化に該当する事象が発
生したかどうかについて検証している。
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10 ヘッジ会計の方法 10 ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段及びヘッジ対象 (2) ヘッジ手段及びヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性の評価 (4) ヘッジ有効性の評価

同左

11 特別会計の事業利益 11 特別会計の事業利益

同左

12 キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 12 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

13 一般賃貸住宅土地資産の計上方法 13 一般賃貸住宅土地資産の計上方法

同左

14 会計方針の変更

15 表示方法の変更

  社内規定により特例処理要件を満たす金利スワップのみ行
うこととしており、全て特例処理を採用している。

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日

　  至　平成26年９月30日）

  ヘッジ手段：金利スワップ

  ヘッジ対象：金融機関借入金

  「金利の変動リスク管理方針」などの社内規定に基づきリ
スクをヘッジすることとしている。

　金利スワップの契約締結時に、リスク管理方針に従って同
一金額・同一期日の借入金と対応させているため、ヘッジに
高い有効性があるものと判断している。

　都営住宅等管理会計において生じた事業利益については、当
該特別会計が委託者（東京都）に対して期中の経理を明確化す
ることを主な目的としていることから、同額を一般会計に繰り
入れる方針としている。

　資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっている。

　当社は、平成13年度事業以前の一般賃貸住宅の建設に当た
り、建設資金の一部を東京都から無利子で借り入れており、東
京都と債務弁済抵当権設定契約を締結している。
　一般賃貸住宅の土地資産については東京都の持分があり、本
契約において、当該借入金の償還完了後相当期間内に、当社が
東京都に対し金銭又は不動産により相応の負担をすることで、
東京都の持分を取得することとなっている。
　このため、東京都に対する相応の負担が完了していない一般
賃貸住宅の土地資産額は、東京都持分相当を控除した額で表示
している。また、東京都に対する相応の負担を行い土地の東京
都持分を取得した場合は、負担した額を当該土地資産額に上乗
せする会計処理を行っている。
　なお、この相応の負担額は、当該履行時期の固定資産税評価
額を基礎に算定することとなっているため、現時点では確定さ
れていない。

前年度
（自　平成25年４月１日

　  至　平成26年３月31日）

　従来、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「事業資産
形成活動による収支」に含めていた「その他事業資産形成の収
支」は、金額的重要性が増したことを機に区分の見直しをおこ
なった結果、当中間会計期間より「事業活動によるキャッ
シュ・フロー」の「その他事業活動による収支」に含めること
とした。この表示方法の変更を反映させるため、前中間会計期
間の中間キャッシュ・フロー計算書の組替えを行っている。
　この結果、前中間会計期間の中間キャッシュ・フロー計算書
において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」における
「事業資産形成活動による収支」に表示していた1,563百万円
は、「事業活動によるキャッシュ・フロー」における「その他
事業活動による収支」として組み替えている。

　当中間会計期間より、「退職給付に関する会計基準」(企業会
計基準第26号　平成24年5月17日)第35項本文及び「退職給付に
関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号　平
成24年5月17日)第67項本文に掲げられた定めについて適用して
いる。
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２　補 足 情 報

Ⅰ 貸借対照表に関する事項 Ⅰ 中間貸借対照表に関する事項

1 預金のペイオフについて 1 預金のペイオフについて

2 担保提供資産について 2 担保提供資産について

　担保に供している資産 　担保に供している資産

3 保証債務について 3 保証債務について

(1) 保証債務の内容       (1) 保証債務の内容       

4 リース取引について 4 リース取引について

(1) ファイナンス・リース取引（借手側） (1) ファイナンス・リース取引（借手側）

①所有権移転外ファイナンス・リース取引 同左

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日

　  至　平成26年９月30日）

　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の限度超
過額

　預 金 の 額　　　　　 7,564百万円    (A)

　有価証券の額　　  　 28,770百万円　  (B)

　借入相殺の額　  　   36,294百万円　  (C)

　預金保険の額　　       　40百万円　  (D)

　超   過   額　   　   　  　 　－　　(A+B-C-D)

  賃貸事業資産　　　　  935,166百万円

  民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融支援機構等借入
金の保証債務

(2) 保証債務の額　　      　  6,532百万円

有形固定資産に係るリース取引

　・主なリース資産：通信設備など

　・償却方法：定額法

　・リース期間：５年

(2) 保証債務の額　　      　  7,512百万円

前年度
（自　平成25年４月１日

　  至　平成26年３月31日）

  民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融支援機構等借入
金の保証債務

　預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の限度超
過額

　預 金 の 額　　　　　21,830百万円    (A)

　有価証券の額　　  　 12,390百万円　  (B)

　借入相殺の額　  　   34,190百万円　  (C)

　預金保険の額　　       　30百万円　  (D)

　超   過   額　   　   　  　 　－　　(A+B-C-D)

  賃貸事業資産　　　　  940,563百万円
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5 賃貸事業資産等について 5 賃貸事業資産等について

(1) 賃貸事業資産

兆候 認識 計上

235団地 37団地 3団地 3団地

47団地 なし なし ―

(2) 事業用土地資産等

(単位　百万円)

前期末
残高

当期
増減額

当期末
残高

事業用
土地

― ― ― ― ―

その他
土地

14箇所 3,571 ― 3,571 3,180

Ⅱ 損益計算書に関する事項 Ⅱ 中間損益計算書に関する事項

1 特別損益の主要なものについて 1 特別損益の主要なものについて

(1) 借上賃貸住宅資産減損勘定戻入益の内訳 (1) 固定資産売却益の内訳

(2) 退職給付引当金戻入益の内訳 (2) 道路等用地寄付額の内訳

(3) 減損損失の内訳

(4) 固定資産除却損の内訳

(5) 道路等用地寄付額の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　    183百万円

　賃貸事業資産等の回収可能性を著しく低下させる変化を生
じさせるような意思決定がなく、経営環境の著しい悪化に該
当する事象は発生していない。

旭ビル土地等資産売却益

662百万円

減損処理の状況

賃貸住宅資産

賃貸施設資産

前年度
（自　平成25年４月１日

　  至　平成26年３月31日）

　個別の物件ごとにグルーピングし減損損失の検討を行っ
た。
　その結果、空家解消の遅れなどから、将来キャッシュ
・フローが未経過借上料を下回る物件について、差額
（1,170百万円）を特別損失に計上し、「借上賃貸住宅資産
減損勘定」に繰り入れる会計処理を行った。

　団地内ポンプ室ほか固定資産の除却　　　182百万円

　コーシャハイム千歳烏山ほか道路用地の寄付

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　    351百万円

　退職金制度の見直しに伴う修正益

伴う修正益　　　　　　　　 　　　　　 　　18百万円

　都民住宅資産に係る減損損失             945百万円

　個別の物件ごとにグルーピングし減損損失の検討を行っ
た。
　その結果、賃料水準の低下や空家解消の遅れなどから、収
益性が著しく低下した物件について、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失（945百万円）として
特別損失に計上した。
　当物件の回収可能価額は使用価値により将来キャッシュ・
フローを割り引いて測定している。

　借上賃貸住宅資産に係る減損損失       1,170百万円

資産
種別

箇所数

貸借対照表計上額
当期末
の時価

※なお、時価は、近隣の固定資産評価額（平成25年１月１日
基準日）を基に、当公社における調整率を乗じて算出した。

　借上賃貸住宅資産減損勘定の見積もり期間の変更等に

「地方住宅供給公社に係る減損処理基準及び注解」に基づ
き、減損処理に係る会計処理を行った資産の状況は以下のと
おりである。

種別
資産の
ｸﾞﾙｰﾌﾟ数

コーシャハイム久我山土地交換差額

286百万円

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日

　  至　平成26年９月30日）
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Ⅲ Ⅲ

1 資産価額適正化評価差額金について 1 資産価額適正化評価差額金について

同左

2 長期前受金の運用益について 2 長期前受金の運用益について

3 借上賃貸住宅の未経過借上料について 3 借上賃貸住宅の未経過借上料について

　共同住宅の賃貸借取引（借主側） 　共同住宅の賃貸借取引（借手側）

4 貸借対照表上の現金預金とキャッシュ・フロー計算書上 4 中間貸借対照表上の現金預金とキャッシュ・フロー

の次期繰越金の関係について 計算書上の次期繰越金の関係について

　現金預金　　　　　　　　　　　　　　 34,045百万円 　現金預金　　　　　　　　　　　　　　 11,537百万円

5 資産除去債務について 5 資産除去債務について
同左

6 都民住宅の一般賃貸住宅化について 6 都民住宅の一般賃貸住宅化について
同左

7 退職給付引当金について

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日

　  至　平成26年９月30日）

その他の補足情報

　ケア付き高齢者住宅「明日見らいふ南大沢」の長期前受家賃
及び長期前受特別介護費については、このうち920百万円を定期
預金及び譲渡性預金に、1,215百万円を地方債により運用してい
る。
　これらによる当期の運用益11百万円は、個別事業との密接な
関連性を重視する観点から、損益計算書において「ケア付き高
齢者住宅管理事業収益」に算入している。
　なお、中間貸借対照表においては、これらの有価証券を他の
財源によるものと合わせ、流動資産の有価証券及び固定資産の
長期有価証券に整理している。

　借上型都民住宅

　未経過借上料期末残高

　　　１年内　　　　  7,184百万円

　　　１年超　　　　 16,605百万円

　　　合　計　　　   23,790百万円

※借上賃貸住宅は、貸主との契約において、２年ごとに借上
料の変更協議を行うこととなっているが、上記未経過借上料
は現時点の借上料に未経過年数を乗じたものである。

　預入期間が３か月を超える定期預金  　△6,650百万円

　取得日から満期又は償還までの期間        ─

　が３か月以内の有価証券

　次期繰越金（現金及び現金同等物）      4,887百万円

※借上賃貸住宅は、貸主との契約において、２年ごとに借上
料の変更協議を行うこととなっているが、上記未経過借上料
は現時点の借上料に未経過年数を乗じたものである。

　預入期間が３か月を超える定期預金 　△16,800百万円

　取得日から満期又は償還までの期間        150百万円

　が３か月以内の有価証券

　当社は、平成26年２月１日付けで退職金制度の見直しを行
い、退職金の算定方法を変更した。これに伴い、退職給付債務
が351百万円減少した。この退職給付債務は過去勤務費用に該当
するため、一括償却により特別利益として、退職給付引当金戻
入益351百万円を計上している。

　都民住宅としての管理期間20年が終了した住宅については、
区分を都民住宅から一般賃貸住宅に移行させ表示している。

前年度
（自　平成25年４月１日

　  至　平成26年３月31日）

その他の補足情報

　ケア付き高齢者住宅「明日見らいふ南大沢」の長期前受家賃
及び長期前受特別介護費については、このうち990百万円を定期
預金及び譲渡性預金に、1,245百万円を地方債により運用してい
る。
　これらによる当期の運用益24百万円は、個別事業との密接な
関連性を重視する観点から、損益計算書において「ケア付き高
齢者住宅管理事業収益」に算入している。
　なお、貸借対照表においては、これらの有価証券を他の財源
によるものと合わせ、流動資産の有価証券及び固定資産の長期
有価証券に整理している。

　借上型都民住宅

　「地方住宅供給公社会計に係る資産価額の適正化実施基準」
（平成16年11月１日）に基づき、賃貸事業資産等の資産価額の
適正化を実施した。
　適正化による評価差額は、資本の部の資本剰余金に計上し
た。

　適正化の実施時期　　  　平成17年３月31日

　適正化による評価差額  　246,846百万円

　当社は、事務所の不動産賃貸借契約に基づき、事務所の退去
時における原状回復に係る債務を有しているが、当該債務に関
連する賃借資産の使用期間が明確でなく、資産除去債務を合理
的に見積ることができない。そのため、当該債務に見合う資産
除去債務を計上していない。

　　　合　計　　　   27,736百万円

　次期繰越金（現金及び現金同等物）   　17,395百万円

　未経過借上料期末残高

　　　１年内　　　　  7,736百万円

　　　１年超　　　　 19,999百万円
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平成２６年度中間決算について 

 

 

 

 

平成２６年度一般会計、都営住宅等管理会計の中間決算は、財務諸表及び会

計帳簿について監査の結果、適正妥当であることを認証する。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

平成 26 年 12 月 16 日 

東京都住宅供給公社 

理事長 中 田 清 己 殿 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 笛 木 忠 男 ㊞ 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 金  子     靖 ㊞ 

 

当監査法人は、公社の求めに応じて、東京都住宅供給公社の平成 26 年４月１日から平成 27 年３月 31 日ま

での平成 26 年度の中間会計期間（平成 26 年４月１日から平成 26 年９月 30 日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、総括、一般会計及び都営住宅等管理会計の中間貸借対照表、中間損益計算書、中間剰余金計算書、

中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。 

 

中間財務諸表に対する理事者の責任 

理事者の責任は、地方住宅供給公社会計基準に準拠して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示する

ために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の

有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得

るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監

査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、

中間監査には、理事者が採用した会計方針及びその適用方法並びに理事者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、地方住宅供給公社会計基準に準拠して、東京都住宅供給公社の平

成 26 年９月 30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 26 年４月１日から平成

26 年９月 30 日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 

利害関係 

公社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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